
５　予算要求及び査定の状況（議案第101号）
（１）　会計別一覧

（単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

456,491,696 4,559,399 4,559,399 4,559,399 4,559,399

国 民 健 康 保 険 事 業 133,678,000

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 20,469,000

介 護 保 険 事 業 76,359,000

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 事 業 75,000

食肉中央卸売市場及びと畜場事業 344,000

用 地 先 行 取 得 事 業 505,000

大 宮 駅 西 口 都 市 改 造 事 業 1,732,000

深 作 西 部 土 地 区 画 整 理 事 業 9,000

東 浦 和 第 二 土 地 区 画 整 理 事 業 2,127,000

浦和東部第一特定土地区画整理事業 2,405,000

南 与 野 駅 西 口 土 地 区 画 整 理 事 業 817,000

指 扇 土 地 区 画 整 理 事 業 740,000

江 川 土 地 区 画 整 理 事 業 613,000

南 平 野 土 地 区 画 整 理 事 業 22,000

大門下野田特定土地区画整理事業 62,000

公 債 管 理 83,316,000

計 323,273,000 0 0 0 0

企 水 道 事 業 46,337,821

業 病 院 事 業 18,999,831

会 下 水 道 事 業 56,164,042

計 計 121,501,694 0 0 0 0

901,266,390 4,559,399 4,559,399 4,559,399 4,559,399

会 計 名

一 般 会 計

特

別

会

計

合 計
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（２）　款別一覧(一般会計)
（歳　入） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 市 税 223,101,055

2 地 方 譲 与 税 2,740,501

3 利 子 割 交 付 金 366,000

4 配 当 割 交 付 金 1,276,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 1,400,000

6 地 方 消 費 税 交 付 金 17,613,000

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 67,000

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 596,001

9 軽 油 引 取 税 交 付 金 6,134,001

10 地 方 特 例 交 付 金 899,000

11 地 方 交 付 税 5,767,000

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 397,000

13 分 担 金 及 び 負 担 金 2,975,203

14 使 用 料 及 び 手 数 料 8,614,722 2,407 2,407 2,407 2,407

15 国 庫 支 出 金 73,088,269 2,740,540 2,740,540 2,740,540 2,740,540

16 県 支 出 金 18,460,500 131,630 131,630 131,630 131,630

17 財 産 収 入 1,285,403 10,192 10,192 10,192 10,192

18 寄 附 金 227,001

19 繰 入 金 8,079,422

20 繰 越 金 37,439 136,405 136,405 136,405 136,405

21 諸 収 入 31,198,279 1,625 1,625 1,625 1,625

22 市 債 52,168,900 1,536,600 1,536,600 1,536,600 1,536,600

456,491,696 4,559,399 4,559,399 4,559,399 4,559,399

（歳　出） （単位：千円）

補正前の額 要求額 財政局長査定 市長査定 補正額

1 議 会 費 1,776,207

2 総 務 費 43,795,726 352,215 352,215 352,215 352,215

3 民 生 費 169,662,092 1,884,099 1,884,099 1,884,099 1,884,099

4 衛 生 費 37,698,861 83,268 83,268 83,268 83,268

5 労 働 費 422,729

6 農 林 水 産 業 費 1,453,260 5,378 5,378 5,378 5,378

7 商 工 費 15,973,657

8 土 木 費 82,740,412 526,040 526,040 526,040 526,040

9 消 防 費 16,287,545

10 教 育 費 39,623,874 1,708,399 1,708,399 1,708,399 1,708,399

11 災 害 復 旧 費 5

12 公 債 費 46,857,328

13 予 備 費 200,000

456,491,696 4,559,399 4,559,399 4,559,399 4,559,399

款

歳  入  合  計

款

歳　出　合　計
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（３）　事務事業別の要求と査定経過
（一般会計） （単位：千円）

49

49

49

要求 310,294

財政局長 310,294

市長 310,294

査定区分 A

＜事業の目的・内容＞
　本庁舎の高層棟及び低層棟について、大規模地震の発生も懸念されているな
か、被災時において防災中枢拠点施設としての機能維持をするため、また、来庁
市民及び職員の安全確保を図るため、耐震補強工事を行う必要があります。
＜補正の目的・内容＞
　耐震補強工事を安全かつ効率的に進めるべく、執務室の仮移転先として(仮称)
仮配置棟が必要となりますが、大規模地震発生時の庁舎機能維持のため、早急に
耐震補強工事を完了させる必要があることから、補正を行うものです。 補正前予算額 －

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

A

補正前予算額 752,524

市長 18,070

査定区分 A

補正前予算額 1,256,818

款/項/目 2款 総務費/5項 区政振興費/1目 区政総務費 予算書Ｐ. 要求 23,851

財政局長 18,070

＜事業の目的・内容＞
　大宮区役所については、市民・職員の安全確保、防災拠点としての耐震性確
保、ライフサイクルコストなどを総合的に判断した結果、建て替えの方針に決
まったことから、整備に必要な業務を実施します。
＜補正の目的・内容＞
　平成26年8月1日に県と締結した｢土地交換契約書｣に基づき、県と早急に補償契
約を締結するため、補正を行うものです。

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　コミュニティ活動・市民活動を推進していくため、生涯学習・地域交流・地域
支援にあった機能の充実に努めるとともに、コミュニティ活動等の場を提供しま
す。

事務事業名 大宮区役所新庁舎整備事業 補正額 23,851
局/部/課 市民局/区政推進室/大宮区役所新庁舎建設準備室 〔要求と査定経過〕

財政局長 23,851

市長 23,851

査定区分

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

債務負担行為の設定

〔要求と査定経過〕

＜補正の目的・内容＞
　本市の副都心に位置付けられる美園地区のまちづくりを進める中で、人口定着
の促進のため、コミュニティ活動の場として開設される美園コミュニティセン
ターを管理運営するに当たり、指定管理制度を導入し、適正な管理運営を実施す
るため、補正を行うものです。

要求 18,070

事務事業名 南浦和コミュニティセンター外１８施設管理運営事業 補正額 18,070
局/部/課 市民局/市民生活部/コミュニティ推進課

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/11目 自治振興費 予算書Ｐ.

事務事業名 本庁舎耐震補強事業 補正額 310,294
局/部/課 財政局/財政部/庁舎管理課 継続費の設定

款/項/目 2款 総務費/1項 総務管理費/8目 財産管理費 予算書Ｐ. 〔要求と査定経過〕

<継続費の設定>

27

28

計

事業名 年度 年 割 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

（仮称）仮配 置棟
建 設 事 業

309,751 0 232,300 0 77,451

722,748 0 542,000 0 180,748

1,032,499 0 774,300 0 258,199

<債務負担行為>

平成28年度から
平成32年度まで

期間

美園コミュニティセンター管理
業務

事項

432,380

限 度 額
財 源 内 訳

国県支出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

370,16762,21300

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％
～60％　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

49

49

51

款/項/目 予算書Ｐ. 要求 3,0023款 民生費/1項 社会福祉費/1目 社会福祉総務費

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

財政局長 3,002

市長 3,002

査定区分 A

補正前予算額 13,263

＜事業の目的・内容＞
　厚生労働行政及び社会福祉行政の企画、運営、推進に必要な基礎資料を得るた
めの調査を実施するとともに、社会福祉各事業の推進を図ります。

＜補正の目的・内容＞
　平成27年は、終戦70周年に当たり、国から｢第十回戦没者等の遺族に対する特別
弔慰金｣が支給されるため、各区役所に特設会場を設け、遺族からの申請を集中的
に受け付けます。データ入力や遺族との連絡調整等を行い、円滑に手続きを進め
るため、各区役所に臨時職員の配置等が必要であることから、補正を行うもので
す。

事務事業名 社会福祉執行管理事業 補正額 3,002
局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/1項 社会福祉費/5目 臨時福祉給付金給付費 予算書Ｐ. 要求 1,228,888

事務事業名 臨時福祉給付金給付事業 補正額 1,228,888
局/部/課 保健福祉局/福祉部/福祉総務課 〔要求と査定経過〕

財政局長 1,228,888

市長 1,228,888

査定区分 A

補正前予算額 256,734

＜事業の目的・内容＞
　消費税率引き上げの影響等を踏まえ、低所得者に与える負担の影響に鑑み、低
所得者に対する適切な配慮を行うための暫定的・臨時的な措置である臨時福祉給
付金を、前年度に引き続き給付します。
＜補正の目的・内容＞
　国のスケジュールにのっとって事業を進めるため、今後必要となる事務費及び
給付費について、補正を行うものです。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/障害福祉課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/2項 障害者福祉費/3目 障害者福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 6,846

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 障害者施設整備事業 補正額 6,846

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

財政局長 6,846

市長 6,846

査定区分 A

補正前予算額 151,784

＜事業の目的・内容＞
　障害者福祉施設の整備を通じて、利用者の安全を確保するとともに、安定的な
障害福祉サービスの提供を図ります。

＜補正の目的・内容＞
　国庫補助金の基準単価が増額改定されたこと等に伴い、障害者福祉施設の整備
を予定する案件に対して新たな単価に基づく補助金を交付し、安定的な障害福祉
サービスの提供を図るため、補正を行うものです。

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％
～60％　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

51

51

51

＜事業の目的・内容＞
　保護者がいない・養育能力がない等の家庭環境上の問題を抱える18歳未満の児
童を保護・養育し、家庭復帰、社会的自立を支援する児童養護施設の管理運営を
行います。また、民間による施設整備に対する補助金を交付することで、乳児院
の整備を推進し、保護者のない乳児等の養育体制の充実を図ります。

＜補正の目的・内容＞
　国庫補助金の基礎点数の改定に伴い、乳児院の新設を予定する事業者に対し
て、改定後の単価で補助金を交付するため、補正を行うものです。

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

財政局長 137,081

市長 137,081

査定区分 A

補正前予算額 2,044,435

財政局長 3,318

市長 3,318

査定区分

事務事業名 老人福祉施設等施設建設補助事業 補正額 137,081
局/部/課 保健福祉局/福祉部/介護保険課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/3項 老人福祉費/3目 老人福祉施設費 予算書Ｐ. 要求

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/3目 児童福祉施設費 予算書Ｐ. 要求 3,318

事務事業名 児童養護施設等管理運営事業 補正額 3,318
局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

137,081

＜事業の目的・内容＞
　老人福祉施設等について、施設設置者の負担軽減を図り、社会福祉法人等の積
極的な整備意欲を喚起し、介護基盤の整備を推進するため、建設費用等の整備費
の一部を助成します。
＜補正の目的・内容＞
　国の地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金を活用し、既存の小規模福祉施
設等へのスプリンクラー設備等の設置を推進するため、また、埼玉県の地域医療
介護総合確保基金事業補助金を活用し、老人福祉施設の整備を推進するため、補
正を行うものです。

A

補正前予算額 309,143

局/部/課 子ども未来局/子ども育成部/子育て支援政策課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/4項 児童福祉費/5目 子育て世帯臨時特例給付金給付費 予算書Ｐ. 要求 504,559

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 子育て世帯臨時特例給付金給付事業 補正額 504,559

財政局長 504,559

市長 504,559

査定区分 A

補正前予算額 85,213

＜事業の目的・内容＞
　消費税率引き上げの影響等を踏まえ、臨時特例的な給付措置として、子育て世
帯に対して前年度に引き続き子育て世帯臨時特例給付金を給付します。

＜補正の目的・内容＞
　国のスケジュールにのっとって事業を進めるため、今後必要となる事務費及び
給付費について、補正を行うものです。

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％
～60％　E:査定率40％未満

-9-



（一般会計） （単位：千円）

51

53

53

＜事業の目的・内容＞
　生活保護及び中国残留邦人等支援給付の適正な運営を確保するため、生活保護
受給者に対する自立・就労支援策の整備等、各種適正化の取組を推進します。

＜補正の目的・内容＞
　生活保護受給者等の生活困窮者への就労支援事業の更なる推進のため、西区役
所及び中央区役所内にハローワーク機能を有するジョブスポットを設置する必要
があることから、補正を行うものです。

＜事業の目的・内容＞
　不妊に悩む夫婦に対し、相談や情報提供を行うとともに、特定不妊治療に係る
経済的負担の軽減を図るため、治療費の一部を助成します。

局/部/課 保健福祉局/福祉部/生活福祉課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 3款 民生費/5項 生活保護費/1目 生活保護総務費 予算書Ｐ. 要求 405

事務事業名 生活保護執行管理事業 補正額 405

財政局長 405

市長 405

査定区分 A

補正前予算額 454,310

局/部/課 保健福祉局/保健所/地域保健支援課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 4款 衛生費/1項 保健衛生費/2目 予防費 予算書Ｐ. 要求 7,800

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 母子保健事業（地域保健支援課） 補正額 7,800

財政局長 7,800

市長 7,800

査定区分 A

補正前予算額 254,216

＜補正の目的・内容＞
　平成27年度から、埼玉県は国の地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金を
財源として、男性不妊治療を行う県民(政令市・中核市以外)に対する助成事業を
実施しており、本市及び県の中核市に対しては時限的に補助金を交付する予定で
す。埼玉県の補助金を活用し、男性不妊治療費を助成するため、補正を行うもの
です。

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 高等看護学院管理運営事業 補正額 75,468
局/部/課 保健福祉局/保健部/高等看護学院 継続費の設定

款/項/目 4款 衛生費/1項 保健衛生費/7目 高等看護学院費 予算書Ｐ. 〔要求と査定経過〕

＜事業の目的・内容＞
　看護師養成施設の管理運営を行うとともに、看護に必要な専門的知識と複雑化
する疾病構造に対応できる判断能力、応用能力、問題解決能力及び技術を修得さ
せ、社会に貢献することのできる有能な看護師を育成します。

要求 75,468

財政局長 75,468

市長 75,468

＜補正の目的・内容＞
　高等看護学院は市立病院の再整備に伴い建替えが計画され、病院施設との一体
整備により進められることになりました。両施設の整備計画の円滑な進捗を図る
ため、建設工事に速やかに着手する必要があることから、補正を行うものです。

査定区分 A

補正前予算額 58,508

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

<継続費の設定>

27

28

計

事業名 年度 年 割 額
財 源 内 訳

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

高 等 看 護 学 院

建 替 事 業

75,468 0 60,300 0 15,168

1,098,212 0 878,500 0 219,712

1,173,680 0 938,800 0 234,880

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％
～60％　E:査定率40％未満
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（一般会計） （単位：千円）

53

53

53

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

款/項/目 10款 教育費/3項 中学校費/3目 学校建設費 予算書Ｐ. 要求 1,708,399

＜事業の目的・内容＞
　良好な学習環境を確保するために、中学校の老朽化した校舎等の改修を行いま
す。また、災害時に避難場所として利用される体育館等の非構造部材耐震化を実
施します。

財政局長 1,708,399

市長 1,708,399

査定区分 A
＜補正の目的・内容＞
　学校体育館等避難場所機能整備事業において、武道場の非構造部材耐震化改修
工事を実施するため、補正を行うものです。

補正前予算額 2,447,805

局/部/課 経済局/農業政策部/農業環境整備課 〔要求と査定経過〕

款/項/目 6款 農林水産業費/1項 農業費/4目 農地費 予算書Ｐ. 要求 5,378

事務事業名 農業環境整備事業 補正額 5,378

財政局長 5,378

市長 5,378

査定区分 A

補正前予算額 294,887

＜事業の目的・内容＞
　農業振興地域整備計画に基づき、農用地等の保全と有効利用を推進するととも
に、農用地の高度利用と生産性を高めるため、土地基盤整備や未整備の用排水路
等の整備・補修を行い、地域の農業環境整備を推進します。
＜補正の目的・内容＞
　平成27年6月から埼玉県が実施する農業基盤整備事業施行に向けた基礎調査と並
行して、事業区域周辺の農地の状況や地元農業者の要望・意見をまとめ、事業計
画に反映するための意向調査業務を実施する必要があることから、補正を行うも
のです。

都市局/まちづくり推進部/浦和西部まちづくり事務所 〔要求と査定経過〕

款/項/目 8款 土木費/5項 市街地再開発事業費/1目 市街地再開発事業費 予算書Ｐ. 要求 526,040

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 武蔵浦和駅第３街区市街地再開発事業 補正額 526,040

局/部/課 教育委員会事務局/管理部/学校施設課 〔要求と査定経過〕

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

事務事業名 中学校営繕事業 補正額 1,708,399

財政局長 526,040

市長 526,040

査定区分 A

補正前予算額 3,241,670

＜事業の目的・内容＞
　武蔵浦和駅南西部に位置する武蔵浦和駅第３街区(約2.6ha)について、市街地再
開発事業により都市計画道路等の都市基盤施設を整備し、商業・業務・住宅等の
調和のとれたまちづくりを実現します。
＜補正の目的・内容＞
　建設工事費の高騰などに対応するため、国の緊急支援措置を活用し、事業環境
が厳しい市街地再開発組合を補助する必要があることから、補正を行うもので
す。

局/部/課

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％
～60％　E:査定率40％未満
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37

査定の考え方 要求内容及び積算について適正と認められるため、所管局の要求どおり計上しました。

＜事業の目的・内容＞
　浦和東部地区のまちづくりに伴う人口増に対応するため、平成31年4月開校予定
の新設中学校の建設を行います。

＜補正の目的・内容＞
　新設中学校の建設に向けた基本計画の作成等を行うため、債務負担行為の設定
を行うものです。

予算書Ｐ. 要求 －

財政局長 －

市長 －

査定区分 A

補正前予算額 －

事項 新設美園地区中学校基本計画作成等業務 補正額 債務負担行為の設定

局/部/課 教育委員会事務局/管理部/学校施設課 〔要求と査定経過〕

<債務負担行為>

新設美園地区中学校基本計画作
成等業務

平成27年度から
平成28年度まで

36,018 0

事項 期間 限 度 額
財 源 内 訳

国県支出金 地 方 債

0 0 36,018

そ の 他 一 般 財 源

〔査定区分〕　A:要求どおり　B:査定率(査定/要求)80％～100％未満　C:査定率60％～80％　D:査定率40％
～60％　E:査定率40％未満
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